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１． はじめに 

自動車排出ガスによる大気汚染は、都市部を中心

として依然として深刻な問題であるが、将来は自動

車排出ガスの規制強化により、大気質は改善されて

いくと予想される。自動車排出ガスの規制値は、中

央環境審議会の答申「今後の自動車排出ガス低減対

策のあり方について」（以下、「中環審答申」と記

述）を受け、大気汚染防止法第19条に基づき定めら

れた環境省告示「自動車排出ガスの量の許容限度」

により定められている。将来の自動車排出ガス量の

目標としては、中環審の第２次答申（平成9年）及び

第３次答申（平成10年）に示された目標値があり、

この目標値が将来の規制値になる予定である。 

これらの目標値に従って今後自動車排出ガスが低

減された場合の大気環境の改善効果は、沿道大気環

境の改善のための今後の道路交通政策を検討するに

あたり、基礎的なデータとなるものである。筆者ら

は将来の自動車排出ガス低減による大気質濃度の低

減効果の推計を行っており1)、推計精度を向上させ

るために、前回の推計手法を改良した。 

２． 大気質改善効果の推計方法 

（１） 推計対象 

推計対象の大気汚染物質は、二酸化窒素(NO2)及び

浮遊粒子状物質(SPM)とした。ただし、NO2について

は、一酸化窒素(NO)の濃度も併せて考慮する必要が

あるため、窒素酸化物(NOx)全体も推計した。対象地

域は、東京都（島嶼部を除く）及び大阪府とした。 

（２） 排出源の設定 

将来の大気質濃度の推計における道路以外の排

出源の影響は、道路からの寄与分を除いた濃度とし、

将来もその排出量は変化しないと仮定した。道路か

らの排出は、全国道路交通情勢調査（道路交通セン

サス）の対象である幹線道路については線煙源、そ

の他の細街路は面煙源として取り扱うものとした。

細街路の面煙源については、東西2km、南北1.5kmの

メッシュに分割して設定した。 

幹線道路の走行台キロ及び大型車混入率は道路

交通センサスのデータを用い、平均走行速度は、自

動車専用道路は規制速度、一般道路は文献2)の目安

に従って設定した。排出係数については、文献2)の

方法を用いて製造年によって適用される自動車排出

ガス規制値が異なることを考慮して、年式別に設定

した。細街路の走行台キロは、東京都内及び大阪府

内の自動車走行量とセンサス対象道路の走行台キロ

との差から、大型車混入率は、東京都及び大阪府の

自動車保有台数のうち、大型車の占める割合から求

めた。細街路からの自動車排出ガス量は、昼夜別に

市区町村ごとの昼間人口及び夜間人口から重み付け

を行い、メッシュごとに設定した。 

（３） 気象条件の設定 

東京都及び大阪府のアメダス観測点の観測デー

タを見ると、東京都では風向風速の傾向が臨海部と

内陸部で異なった傾向が見られることから、23区内

は東京気象台、多摩地域は府中局を気象の代表地点

とし、大阪府は全域がほぼ同一の傾向であるため大

阪気象台を代表地点として、地域内を均一の気象条

件として扱った。また、風向風速データは昼夜別に

与えた。 

（４） 拡散計算 
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拡散計算には、有風時はプルーム式、弱風時はパ

フ式を用いた。なお、拡散幅については、幹線道路

から150m以内では「道路環境影響評価の技術手法」

2) のものを、150mより外側では風速1m/s超で

Pasquill-Giffordの拡散幅、1m/s以下でTurner図の

拡散幅3)を用いた。細街路からの拡散計算は全範囲

でPasquill-Gifford及びTurner図の拡散幅を用いた。

大気安定度については、濃度への影響が小さかった

ため昼夜とも中立(D)とした。 

（５） NOx変換式 

NOx濃度とNO2濃度の変換式については、東京都に

おいては平成６年度に東京都内の一般環境大気測定

局で測定されたNOxとNO2の関係から、式(1)のように

設定した。大阪府においても同様に式(2)を設定した。 

[NO2]=0.273[NOx]
0.757 (1) 

[NO2]=0.313[NOx]
0.790 (2) 

（６） SPMの排出量の推計 

SPMの拡散計算はNOxと同じ方法で行ったが、排出

量については排気管からの一次粒子に加えてNOxよ

り生成される二次粒子（硝酸イオン）も考慮した。

この生成量については、以下の式(3)、(4)4)を用い

て計算した。 

[NO3
-]=[NOx]AN{1-βexp(-KtNt)}×PkNOx (3) 

[NH4NO3]=[NO3
-]×1.29 (4) 

AN :NOxからNO3
-への換算係数(=2.76) 

KtN :NOxからNO3
-への変換率…昼間4.8、夜間3.24)

（安定度CD～Dに相当） 

β :NOxの初期化比率(=1.0)、t:移流時間 

PkNOx :粒子状物質存在率…昼間0.60、夜間0.804)（年

間の平均に相当） 

３． 推計方法の改良 

（１） 排出量推計の見直し 

前回の推計1)では、東京都の推計5)した道路起源の

NOx排出量より過大に推計されていた。そこで、今回

道路起源の排出量の見直しを行った。 

前回の推計で用いた排出係数は、文献2)の平成30

年の排出係数を平成6年に割り戻して求めた。しかし、

実際の車の平均的な排出係数は規制値よりも低いた

め、平成30年の排出係数に、平成30年の自動車に適

用される排出ガス規制値と平成6年に走行している

自動車に適用される規制値の比を乗じるこの方法で

算出した排出係数は、過大であると考えられる。 

そこで、割り戻しによる誤差を小さくするため、

今回の推計ではNOxのみ、平成元年の中央公害対策審

議会の答申における排出ガス規制の長期目標値に従

って設定された平成22年の排出係数6),7)から割り戻

した。SPMについては、当時排出係数がなかったため、

前回の推計と同様に計算した。 

また、細街路の規制速度を40km/hと想定し文献2)

で示された目安により、細街路の平均走行速度を

30km/hと設定していたが、今回平成6年の道路交通セ

ンサスによる都内の平均走行速度が18.6km/hである

ことから、20km/hに設定した。 

これらの設定の見直しにより、東京都の推計した

NOx排出量とほぼ同程度の推計値となり(図-1)、推計

精度が向上したと考えられる。 

（２） 排出源高さの設定 

広域予測では排出源高さの影響はあまり大きく

ないが、自動車専用道路は高架がほとんどを占める

ことから、煙源高さは一律に自動車専用道路は10m、

その他の道路は従来通り1mとした。 

（３） 気象条件の設定 

前回の推計では、有風・弱風の境界を文献2)に従

って1m/sに設定していたが、1m高さで風向を補正す

ると弱風の出現率が高くなり、煙源近傍の濃度が高

めに、遠方の濃度が低めになる。そこで、1m高さに

煙源を配置する一般道路については、有風・弱風の

境界を0.4m/sに設定した。 

４． 現況濃度の推計 

３章の推計方法の改良を踏まえて、平成6年度の

年平均濃度分布を推計した。推計の対象地点は、隣

接府県及び海の影響が小さいと考えられる一般環境

大気測定局（東京都36地点、大阪府61地点）である。 
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図-1 見直し前後のNOx排出量と東京都推計5) 



まず、道路起源のNOx及びNO2排出量を推計し、濃

度の予測計算を行った。その結果、東京都における

全体のNOx濃度に占める道路の寄与割合は、東京都に

よる推計と概ね同じ割合であった(図-2)。大阪府で

は、中環審答申の資料8)と比較して道路起源がやや

大きく推計されていた。 

道路以外の排出源による寄与は、地域内で均一と

は言えないものの、東京都や大阪府では工場・事業

場の寄与があまり大きくなく、大きな固定発生源が

少ないと考えられるため、大気常監局による実測の

NOx濃度と推計した道路起源のNOx濃度との差の平均

値（東京都21ppb、大阪府16ppb）を他の排出源の寄

与分と仮定した。次に、常監局毎に推計した道路起

源のNOx濃度に他の排出源の寄与分を加算して常監

局毎のNOx濃度の推計値とし、(1)式の変換式により

NO2濃度を算定した。このように常監局毎に求めた年

平均NO2濃度の計算値と実測値は、図-3のように概ね

一致しており、前回の推計より決定係数が向上し、

推計精度が良くなったと考えられる。 

次に、道路起源のSPM濃度を推計した。その結果、

東京都における道路寄与の割合は、中環審の答申の

資料8)に示された関東地域の一般局の平均値よりや

や大きいが、大阪府における道路寄与の割合は、関

西地域の一般局の平均値と同程度であった（図-4）。 

５． 将来濃度の推計 

将来濃度推計の対象年度は、平成22(2010)年度及

び平成32(2020)年度である。各年度の排出係数は文

献2)に示された値及び算出方法によった。平成32年

度を推計対象とした理由は、全ての自動車が中環審

第３次答申の目標値を達成していると予想されるた

めである。各年度の自動車走行台キロについては、

平成32年度の自動車走行台キロを大型車及び小型車、

幹線道路及び細街路の区分でそれぞれ伸び率を予測

し、平成22年度は線形補間して伸び率を設定した。 

推計の結果、全般的に、これらの結果と前回の推

計を比較すると、道路起源のNOx排出量が減少したた

め、道路起源以外も含めた全体の将来NO2濃度は高め

に推計された。SPMについても、同様の傾向になった。 

東京都では平成32年度までに道路起源の排出量

がNO2で1/3強、SPMで約1/8まで削減されるため、平

成32年度には6年度と比べNO2で40%前後、SPMで20%

前後、年平均濃度が低減すると予想された（図-5,6）。

特に、NO2に関しては、平成32年度までに東京都内で

も年平均値が0.03ppm未満となる地域が大部分であ

り、環境基準達成率の向上が期待される(図-7)。ま

た、SPMに関しては、高濃度地域では道路寄与分が比

較的大きいため多少削減効果が大きくなるが、全体

的には環境基準達成率はNO2ほど向上しないと予想

される(図-8)。大阪府でも同様の結果であった。 
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６． まとめと今後の課題 

本研究では、東京都及び大阪府における将来の自

動車排出ガスの規制強化によるNO2及びSPM濃度の低

減効果を推計の方法を改良することで、精度の向上

を図り、NOxの推計精度は向上した。今後は、NOxと

比較して精度が低いと考えられるSPMについて、推計

手法を改良していく必要があると考える。 
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図-5 将来のNOx及びNO2年平均濃度の推移 
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